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第一部 【企業情報】

 

第1 【企業の概況】

 

1 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

 

回次
第1期
第3四半期
連結累計期間

第2期
第3四半期
連結累計期間

第1期

会計期間
自 2022年1月 1日
至 2022年9月30日

自 2023年1月 1日
至 2023年9月30日

自 2022年 1月 1日
至 2022年12月31日

売上収益
(百万円)

1,962,464 1,675,352
2,618,659

(第3四半期連結会計期間) (659,272) (543,485)

税引前四半期(当期)利益 (百万円) 162,295 52,449 160,168

親会社の所有者に帰属する
四半期(当期)利益 (百万円)

111,757 30,520
108,318

(第3四半期連結会計期間) (24,761) (5,073)

親会社の所有者に帰属する
四半期(当期)包括利益

(百万円) 153,129 67,748 158,174

親会社の所有者に帰属する持分 (百万円) 756,328 787,542 756,513

総資産額 (百万円) 2,093,099 1,967,846 2,075,197

基本的1株当たり
四半期(当期)利益 (円)

1,236.50 344.07
1,202.34

(第3四半期連結会計期間) (274.59) (57.63)

希薄化後1株当たり
四半期(当期)利益

(円) － － －

親会社所有者帰属持分比率 (％) 36.1 40.0 36.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 216,806 134,192 295,206

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 14,480 △50,866 4,017

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △117,097 △182,289 △163,281

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 261,355 191,390 276,679
 

(注) 1 　当社は要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

2 　上記指標は、国際会計基準（以下「IFRS」という。）により作成した要約四半期連結財務諸表及び連結財務

諸表に基づいております。

3 　「希薄化後1株当たり四半期(当期)利益」については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

4　 当社は役員報酬ＢＩＰ信託を導入しており、信託が保有する当社株式を、「基本的1株当たり四半期(当期)

利益」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

 

2 【事業の内容】

当第3四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第2 【事業の状況】

 

1 【事業等のリスク】

当第3四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経

営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識して

いる主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はあ

りません。

また、重要事象等は存在しておりません。

 

2 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

①経営成績

当第3四半期連結累計期間の世界経済は、主要国の一部ではサービス業の底堅さや労働市場における力強さがみら

れる等緩やかな回復基調にあるものの、金融引き締めやインフレの影響に加え、ロシアによるウクライナ侵攻の長

期化、中国における不動産不況の深刻化等、依然として先行きが見通せない状況にありました。

このような経済情勢の中、物流業界においても、主要国の景気後退の長期化により、国際物流については、在庫

調整の一巡等により部分的に荷動きが回復している地域や産業があるものの、主要国における製造業の弱含みが継

続する中、荷動きは総じて低調に推移しました。また、国内物流においては、半導体等の部材供給制限の緩和によ

る自動車生産の回復等一部では動きがみられるものの、全体としての荷動きは力強さに欠ける状況で推移いたしま

した。

引き続き、地政学および経済安全保障上のリスクに加え、国内では円安に伴う各種調達コストの上昇等、その動

向に注視が必要な状況にあります。

こうした経営環境のもと、当社グループの当第3四半期連結累計期間の業績は、前年同四半期に比べ、重量品建設

セグメントは、風力発電関連、産業機械関連の取扱いが堅調に推移し、増収増益となりましたが、ロジスティクス

の各セグメントについては、全体として荷動きが総じて低調に推移した影響を受け、航空貨物、海運貨物の取扱い

が半導体関連や自動車関連等を中心に減少したこと、販売単価が下落したこと等から、減収減益となりました。

この結果、売上収益は1兆6,753億円と前年同四半期に比べ2,871億円、14.6％の減収となり、営業利益は514億円

と前年同四半期に比べ1,059億円、67.3％の減益、税引前四半期利益は524億円と前年同四半期に比べ1,098億円、

67.7％の減益となり、親会社の所有者に帰属する四半期利益は305億円と前年同四半期に比べ812億円、72.7％の減

益となりました。
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報告セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

 

（売上収益の明細）

セグメントの名称

前第3四半期
連結累計期間

(自　2022年1月 1日
 至　2022年9月30日)

(百万円)

当第3四半期
連結累計期間

(自　2023年1月 1日
 至　2023年9月30日)

(百万円)

増減額
（百万円）

増減率
（％）

ロ
ジ
ス
テ
ィ
ク
ス

日本 1,090,338 943,350 △146,988 △13.5

米州 119,107 112,630 △6,476 △5.4

欧州 157,948 141,145 △16,803 △10.6

東アジア 189,374 115,163 △74,211 △39.2

南アジア・
オセアニア

173,192 106,300 △66,892 △38.6

警備輸送 51,190 50,795 △394 △0.8

重量品建設 32,543 39,872 7,328 22.5

物流サポート 306,130 310,962 4,832 1.6

計 2,119,827 1,820,220 △299,606 △14.1

調整額 △157,363 △144,867 12,495 －

合計 1,962,464 1,675,352 △287,111 △14.6
 

 
（セグメント利益の明細）

セグメントの名称

前第3四半期
連結累計期間

(自　2022年1月 1日
 至　2022年9月30日)

(百万円)

当第3四半期
連結累計期間

(自　2023年1月 1日
 至　2023年9月30日)

(百万円)

 増減額
 （百万円）

増減率
（％）

ロ
ジ
ス
テ
ィ
ク
ス

日本 52,130 32,890 △19,240 △36.9

米州 9,966 7,381 △2,584 △25.9

欧州 9,372 7,537 △1,835 △19.6

東アジア 10,525 3,203 △7,321 △69.6

南アジア・
オセアニア

16,716 6,961 △9,754 △58.4

警備輸送 2,329 3,107 777 33.4

重量品建設 4,169 4,950 781 18.7

物流サポート 12,225 9,653 △2,571 △21.0

計 117,435 75,686 △41,749 △35.6

調整額 △12,943 △15,308 △2,364 －

合計 104,491 60,377 △44,114 △42.2
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Ａ　日本（ロジスティクス）

国内物流が継続して低調に推移し、航空貨物、海運貨物の取扱いが減少したことに加え、販売単価の下落の影

響があり、売上収益は9,433億円と前年同四半期に比べ1,469億円、13.5％の減収となり、セグメント利益は328億

円と前年同四半期に比べ192億円、36.9％の減益となりました。

 
Ｂ　米州（ロジスティクス）

倉庫配送は好調を維持したが、航空貨物、海運貨物の取扱いが減少したことに加え、販売単価の下落の影響が

あり、売上収益は1,126億円と前年同四半期に比べ64億円、5.4％の減収となり、セグメント利益は73億円と前年

同四半期に比べ25億円、25.9％の減益となりました。

 
Ｃ　欧州（ロジスティクス）

航空貨物、海運貨物の取扱いが減少したことに加え、販売単価の下落の影響があり、売上収益は1,411億円と前

年同四半期に比べ168億円、10.6％の減収となり、セグメント利益は75億円と前年同四半期に比べ18億円、19.6％

の減益となりました。

 
Ｄ　東アジア（ロジスティクス）

航空貨物、海運貨物の取扱いが半導体関連、自動車関連を中心に減少し、販売単価の下落の影響もあり、売上

収益は1,151億円と前年同四半期に比べ742億円、39.2％の減収となり、セグメント利益は32億円と前年同四半期

に比べ73億円、69.6％の減益となりました。

 
Ｅ　南アジア・オセアニア（ロジスティクス）

航空貨物は半導体関連の取扱いが減少し、海運貨物は販売単価の下落の影響を受け、売上収益は1,063億円と前

年同四半期に比べ668億円、38.6％の減収となり、セグメント利益は69億円と前年同四半期に比べ97億円、58.4％

の減益となりました。

 
Ｆ　警備輸送

設定便の減少等により、売上収益は507億円と前年同四半期に比べ3億円、0.8％の減収となったものの、各種コ

スト削減の効果等により、セグメント利益は31億円と前年同四半期に比べ7億円、33.4％の増益となりました。

 
Ｇ　重量品建設

風力発電関連、産業機械関連の取扱いが堅調に推移し、売上収益は398億円と前年同四半期に比べ73億円、

22.5％の増収となり、セグメント利益は49億円と前年同四半期に比べ7億円、18.7％の増益となりました。

 
Ｈ　物流サポート

整備製作部門の取扱いの増加等により、売上収益は3,109億円と前年同四半期に比べ48億円、1.6％の増収と

なったものの、石油部門、ＬＰガス部門の取扱いの減少及び販売単価の下落により、セグメント利益は96億円と

前年同四半期に比べ25億円、21.0％の減益となりました。
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②財政状態

当第3四半期連結会計期間末の資産合計は1兆9,678億円となり、前連結会計年度末に比べ1,073億円、5.2％減とな

りました。

流動資産は7,648億円で前連結会計年度末に比べ1,429億円、15.8％減、非流動資産は1兆2,030億円で前連結会計

年度末に比べ356億円、3.1％増となりました。

流動資産減少の主な要因は、現金及び現金同等物の減少等によるものです。

非流動資産増加の主な要因は、使用権資産の増加等によるものです。

流動負債は5,246億円で前連結会計年度末に比べ1,712億円、24.6％減、非流動負債は6,335億円で前連結会計年度

末に比べ334億円、5.6％増となりました。

流動負債減少の主な要因は、社債及び借入金の減少等によるものです

非流動負債増加の主な要因は、社債及び借入金の増加等によるものです。

当第3四半期連結会計期間末の資本合計は8,096億円で、前連結会計年度末に比べ304億円、3.9％増となりまし

た。

 
(2) キャッシュ・フローの状況

当第3四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、1,913億円となり、前連結会計年度末に比べ852億円

減となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、1,341億円の収入となり、前年同四半期に比べ826億円収入が減少しまし

た。その主な要因は、税引前四半期利益が減少したこと等によるものです。

投資活動によるキャッシュ・フローは、508億円の支出となり、前年同四半期に比べ653億円支出が増加しまし

た。その主な要因は、有形固定資産の売却による収入が減少したこと等によるものです。

財務活動によるキャッシュ・フローは、1,822億円の支出となり、前年同四半期に比べ651億円支出が増加しまし

た。その主な要因は、長期借入金の返済及び社債の償還による支出が増加したこと等によるものです。

 
(3) 研究開発活動

該当事項はありません。

 
(4) 従業員数

当第3四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

 
(5) 生産、受注及び販売の実績

当第3四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。

 
(6) 主要な設備

当第3四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の計画の著しい変更はありません。

 
3 【経営上の重要な契約等】

　当第3四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第3 【提出会社の状況】

 

1 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 340,000,000

計 340,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第3四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2023年9月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 90,599,225 90,599,225
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数は
100株であります。

計 90,599,225 90,599,225 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　    該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　 該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2023年9月30日 － 90,599,225 － 70,175 － 26,908
 

 
(5) 【大株主の状況】

　　　当四半期会計期間は第3四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第3四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」につきましては、株主名簿の記載内容が確認できず、記載する

ことができないことから、直前の基準日(2023年6月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

2023年6月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

1,903,300
－ －

完全議決権株式(その他)
普通株式

883,425 －
88,342,500

単元未満株式
普通株式

－ －
353,425

発行済株式総数 90,599,225 － －

総株主の議決権 － 883,425 －
 

(注) 1 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権10個)含ま

れております。

 2 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式96,500株（議決権

の数965個）が含まれております。

 3 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式24株及び役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式

19株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

2023年6月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

 (自己保有株式)
NIPPON EXPRESSホールディングス
株式会社

東京都千代田区神田和泉町
2番地

1,903,300 － 1,903,300 2.1

計 － 1,903,300 － 1,903,300 2.1
 

（注）役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式96,519株は、上記保有株式には含まれておりません。

 
2 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第4 【経理の状況】

 

1　要約四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報

告」（以下「IAS第34号」という。）に準拠して作成しております。

 
2　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第3四半期連結会計期間（2023年7月1日から2023年9月30

日まで）及び第3四半期連結累計期間（2023年1月1日から2023年9月30日まで）に係る要約四半期連結財務諸表につい

て、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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1 【要約四半期連結財務諸表】

(1) 【要約四半期連結財政状態計算書】

(単位：百万円)

 注記
前連結会計年度
(2022年12月31日)

当第3四半期連結会計期間
(2023年9月30日)

資産    

流動資産    

現金及び現金同等物  276,679 191,390

営業債権及びその他の債権  497,746 428,666

棚卸資産  15,381 11,328

未収法人所得税  468 19,667

その他の金融資産 12 82,835 74,417

その他の流動資産  34,546 39,286

小計  907,656 764,757

売却目的で保有する非流動資産  170 86

流動資産合計  907,827 764,844

非流動資産    

有形固定資産 6 535,478 538,794

投資不動産  70,759 75,100

のれん及び無形資産  60,604 61,593

使用権資産  305,475 320,269

持分法で会計処理されている投資  40,635 41,818

その他の金融資産 12 120,454 133,490

繰延税金資産  29,110 25,213

その他の非流動資産  4,851 6,722

非流動資産合計  1,167,370 1,203,001

資産合計  2,075,197 1,967,846
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(単位：百万円)

 注記
前連結会計年度
(2022年12月31日)

当第3四半期連結会計期間
(2023年9月30日)

負債及び資本    

負債    

流動負債    

営業債務及びその他の債務  257,303 206,608

社債及び借入金 7,12 94,466 16,174

リース負債  84,870 96,197

その他の金融負債 12 82,943 62,367

未払法人所得税  29,717 7,891

引当金  9,169 10,954

その他の流動負債  137,456 124,496

流動負債合計  695,929 524,691

非流動負債    

社債及び借入金 7,12 170,504 185,412

リース負債  281,825 296,512

その他の金融負債 12 18,171 19,190

退職給付に係る負債  105,646 106,454

引当金  10,503 11,552

繰延税金負債  6,865 7,244

その他の非流動負債  6,600 7,152

非流動負債合計  600,118 633,519

負債合計  1,296,047 1,158,210

資本    

資本金  70,175 70,175

資本剰余金  22,928 22,839

自己株式 9 △10,604 △20,538

その他の資本の構成要素  75,590 112,708

利益剰余金  598,423 602,357

親会社の所有者に帰属する持分合計  756,513 787,542

非支配持分  22,636 22,093

資本合計  779,150 809,635

負債及び資本合計  2,075,197 1,967,846
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(2) 【要約四半期連結損益計算書】

【第3四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

 注記
前第3四半期連結累計期間
(自　2022年1月 1日
至　2022年9月30日)

当第3四半期連結累計期間
(自　2023年1月 1日
 至　2023年9月30日)

売上収益 5,10 1,962,464 1,675,352

売上原価  1,757,114 1,507,670

売上総利益  205,350 167,682

販売費及び一般管理費  100,858 107,304

その他の収益  62,519 11,143

その他の費用  9,385 21,582

持分法による投資損益  △255 1,503

営業利益  157,369 51,442

金融収益  8,402 5,587

金融費用  3,477 4,580

税引前四半期利益  162,295 52,449

法人所得税費用  48,112 21,942

四半期利益  114,182 30,507

    

四半期利益の帰属    

親会社の所有者  111,757 30,520

非支配持分  2,424 △13

四半期利益  114,182 30,507

    

1株当たり四半期利益    

基本的1株当たり四半期利益(円) 11 1,236.50 344.07
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【第3四半期連結会計期間】

(単位：百万円)

 注記
前第3四半期連結会計期間
(自　2022年7月 1日
至　2022年9月30日)

当第3四半期連結会計期間
(自　2023年7月 1日
 至　2023年9月30日)

売上収益  659,272 543,485

売上原価  589,044 489,803

売上総利益  70,228 53,682

販売費及び一般管理費  34,925 35,554

その他の収益  2,873 1,876

その他の費用  3,599 9,420

持分法による投資損益  398 475

営業利益  34,974 11,059

金融収益  3,191 1,568

金融費用  1,248 1,525

税引前四半期利益  36,917 11,102

法人所得税費用  11,483 5,930

四半期利益  25,434 5,171

    

四半期利益の帰属    

親会社の所有者  24,761 5,073

非支配持分  673 97

四半期利益  25,434 5,171

    

1株当たり四半期利益    

基本的1株当たり四半期利益(円)  274.59 57.63
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(3) 【要約四半期連結包括利益計算書】

【第3四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

 注記
前第3四半期連結累計期間
(自　2022年1月 1日
至　2022年9月30日)

当第3四半期連結累計期間
(自　2023年1月 1日
 至　2023年9月30日)

四半期利益  114,182 30,507

    

その他の包括利益    

純損益に振り替えられることのない項目    

その他の包括利益を通じて公正価値で測
定する資本性金融商品

 3,413 7,784

持分法適用会社におけるその他の包括利
益に対する持分

 21 21

純損益に振り替えられることのない項目
合計

 3,434 7,805

純損益に振り替えられる可能性のある項目    

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値
の純変動の有効部分

 △10 △27

在外営業活動体の換算差額  39,184 28,449

持分法適用会社におけるその他の包括利
益に対する持分

 367 1,967

純損益に振り替えられる可能性のある項
目合計

 39,541 30,389

税引後その他の包括利益合計  42,975 38,194

四半期包括利益  157,158 68,701

    

四半期包括利益の帰属    

親会社の所有者  153,129 67,748

非支配持分  4,029 952

四半期包括利益  157,158 68,701
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【第3四半期連結会計期間】

(単位：百万円)

 注記
前第3四半期連結会計期間
(自　2022年7月 1日
至　2022年9月30日)

当第3四半期連結会計期間
(自　2023年7月 1日
 至　2023年9月30日)

四半期利益  25,434 5,171

    

その他の包括利益    

純損益に振り替えられることのない項目    

その他の包括利益を通じて公正価値で測
定する資本性金融商品

 △939 520

持分法適用会社におけるその他の包括利
益に対する持分

 0 0

純損益に振り替えられることのない項目
合計

 △939 520

純損益に振り替えられる可能性のある項目    

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値
の純変動の有効部分

 △126 △54

在外営業活動体の換算差額  5,508 5,589

持分法適用会社におけるその他の包括利
益に対する持分

 123 64

純損益に振り替えられる可能性のある項
目合計

 5,505 5,600

税引後その他の包括利益合計  4,566 6,120

四半期包括利益  30,000 11,292

    

四半期包括利益の帰属    

親会社の所有者  29,033 10,997

非支配持分  967 294

四半期包括利益  30,000 11,292
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(4) 【要約四半期連結持分変動計算書】

前第3四半期連結累計期間(自　2022年1月1日　至　2022年9月30日)

(単位：百万円)

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

その他の包括
利益を通じて
公正価値で
測定する金融
資産

在外営業活動
体の換算差額

キャッシュ・
フロー・ヘッ
ジの公正価値
の純変動の
有効部分

2022年1月1日残高  70,175 22,870 501,079 △611 44,923 6,048 △68

四半期利益    111,757     

その他の包括利益      3,411 37,581 △10

四半期包括利益  - - 111,757 - 3,411 37,581 △10

自己株式の取得 9    △5,253    

自己株式の処分   -  20    

自己株式の消却    △0 0    

配当金 8   △36,239     

資本金から資本剰余金
への振替

 △0 0      

株式に基づく報酬取引   9      

子会社に対する所有者
持分の変動

  △8 31     

その他の資本の構成要
素から利益剰余金への
振替

   1,048  △1,048   

所有者との取引額合計  △0 1 △35,160 △5,231 △1,048 - -

2022年9月30日残高  70,175 22,871 577,677 △5,842 47,286 43,630 △78
 

 

 
 

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計

その他の資本の構成要素

合計

持分法適用

会社における

その他の包括

利益に対する

持分

合計

2022年1月1日残高  220 51,124 644,638 19,814 664,453

四半期利益   - 111,757 2,424 114,182

その他の包括利益  388 41,371 41,371 1,604 42,975

四半期包括利益  388 41,371 153,129 4,029 157,158

自己株式の取得 9  - △5,253  △5,253

自己株式の処分   - 20  20

自己株式の消却   - -  -

配当金 8  - △36,239 △1,306 △37,545

資本金から資本剰余金
への振替

  - -  -

株式に基づく報酬取引   - 9  9

子会社に対する所有者
持分の変動

  - 22 94 117

その他の資本の構成要
素から利益剰余金への
振替

  △1,048 -  -

所有者との取引額合計  - △1,048 △41,439 △1,212 △42,651

2022年9月30日残高  609 91,447 756,328 22,631 778,959
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当第3四半期連結累計期間(自　2023年1月1日　至　2023年9月30日)

(単位：百万円)

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

その他の包括
利益を通じて
公正価値で
測定する金融
資産

在外営業活動
体の換算差額

キャッシュ・
フロー・ヘッ
ジの公正価値
の純変動の
有効部分

2023年1月1日残高  70,175 22,928 598,423 △10,604 46,676 30,480 10

四半期利益又は四半期損
失（△）

   30,520     

その他の包括利益      7,780 27,486 △27

四半期包括利益  - - 30,520 - 7,780 27,486 △27

自己株式の取得 9    △10,011    

自己株式の処分   △0  77    

自己株式の消却    - -    

配当金 8   △26,694     

資本金から資本剰余金
への振替

 - -      

株式に基づく報酬取引   △88      

子会社に対する所有者
持分の変動

  △0 △1     

その他の資本の構成要
素から利益剰余金への
振替

   109  △109   

所有者との取引額合計  - △89 △26,586 △9,934 △109 - -

2023年9月30日残高  70,175 22,839 602,357 △20,538 54,347 57,966 △17
 

 

 
 

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計

その他の資本の構成要素

合計

持分法適用

会社における

その他の包括

利益に対する

持分

合計

2023年1月1日残高  △1,577 75,590 756,513 22,636 779,150

四半期利益又は四半期損
失（△）

  - 30,520 △13 30,507

その他の包括利益  1,988 37,227 37,227 966 38,194

四半期包括利益  1,988 37,227 67,748 952 68,701

自己株式の取得 9  - △10,011  △10,011

自己株式の処分   - 77  77

自己株式の消却   - -  -

配当金 8  - △26,694 △1,483 △28,177

資本金から資本剰余金
への振替

  - -  -

株式に基づく報酬取引   - △88  △88

子会社に対する所有者
持分の変動

  - △2 △13 △15

その他の資本の構成要
素から利益剰余金への
振替

  △109 -  -

所有者との取引額合計  - △109 △36,720 △1,496 △38,216

2023年9月30日残高  411 112,708 787,542 22,093 809,635
 

 

EDINET提出書類

ＮＩＰＰＯＮ　ＥＸＰＲＥＳＳホールディングス株式会社(E36706)

四半期報告書

17/32



(5) 【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

 注記
前第3四半期連結累計期間
(自　2022年1月 1日
至　2022年9月30日)

当第3四半期連結累計期間
(自　2023年1月 1日
 至　2023年9月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    
税引前四半期利益  162,295 52,449

減価償却費及び償却費  101,724 109,526

有価証券売却評価損益（△は益）  △709 △31

固定資産売却損益（△は益）  △52,906 3,487

減損損失（又は戻入れ）  93 -

賞与引当金の増減額（△は減少）  14,945 14,574

退職給付に係る負債の増減額（△は減少）  △256 455

受取利息及び受取配当金  △2,407 △3,860

支払利息  3,322 4,283

持分法による投資損益（△は益）  255 △1,503

営業債権の増減額（△は増加）  14,725 106,513

棚卸資産の増減額（△は増加）  △2,215 4,116

営業債務の増減額（△は減少）  △14,712 △60,847

未払消費税等の増減額（△は減少）  17,507 △28,011

その他  △7,544 △7,706

小計  234,117 193,444

利息及び配当金の受取額  2,481 3,968

利息の支払額  △3,328 △4,218

法人所得税の支払額  △16,464 △59,002

営業活動によるキャッシュ・フロー  216,806 134,192
    
投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入  △5,212 △13,995

定期預金の払出  3,532 6,199

有形固定資産の取得による支出  △32,610 △32,248

無形資産の取得による支出  △11,187 △10,037

有形固定資産の売却による収入  64,452 5,858

資本性金融商品の取得による支出  △1,245 △438

資本性金融商品の売却及び償還による収入  1,428 305

連結範囲の変更を伴う子会社株式売却に
よる収入

 1,453 -

貸付金の回収による収入  16 109

その他  △6,145 △6,619

投資活動によるキャッシュ・フロー  14,480 △50,866

    
財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入  80,721 63,676

短期借入金の返済による支出  △85,140 △70,419

長期借入れによる収入  - 25,000

長期借入金の返済による支出  △18,066 △52,849

リース負債の返済による支出  △51,838 △79,597

社債の償還による支出  - △30,000

配当金の支払額  △36,221 △26,663

自己株式の取得による支出  △5,253 △10,011

その他  △1,298 △1,423

財務活動によるキャッシュ・フロー  △117,097 △182,289

    
現金及び現金同等物に係る換算差額  13,243 13,674

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  127,432 △85,288

現金及び現金同等物の期首残高  133,922 276,679

現金及び現金同等物の四半期末残高  261,355 191,390
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【要約四半期連結財務諸表注記】

1．報告企業

NIPPON EXPRESSホールディングス株式会社（以下「当社」という。）は日本に所在する株式会社です。当社の登記

している本社及び主要な事業所の所在地は、ホームページ（https://www.nipponexpress-holdings.com/ja/）で開示

しております。

当第3四半期連結会計期間（2023年7月1日から2023年9月30日まで）及び当第3四半期連結累計期間（2023年1月1日か

ら2023年9月30日まで）の要約四半期連結財務諸表は、当社及びその子会社（以下「当社グループ」という。）並びに

その関連会社及び共同支配の取決めに対する持分により構成されております。

当社グループの事業内容は、国内・海外各地域で貨物自動車運送業、鉄道利用運送業、利用航空運送業、海上運送

業、港湾運送業、倉庫業等を行っている「ロジスティクス事業」を主軸とし、更に専門事業である「警備輸送事

業」、「重量品建設事業」及び、各事業に関連する販売業・不動産業等の「物流サポート事業」を展開しておりま

す。

 
 
2．作成の基礎

(1) IFRSに準拠している旨

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、四半期連結財務諸表規則第1条の2に掲げる「指定国際会計基準特定

会社」の要件を満たすことから、同第93条の規定により、IAS第34号に準拠して作成しております。

要約四半期連結財務諸表は、年次連結財務諸表で要求されている全ての情報が含まれていないため、前連結会計

年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

本要約四半期連結財務諸表は、2023年11月13日に代表取締役社長 齋藤　充によって承認されています。

 

(2) 測定の基礎

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、公正価値で測定されている特定の金融商品等を除き、取得原価を基

礎として作成しております。

 

(3) 機能通貨及び表示通貨

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、百万円未満を

切捨てて表示しております。

 
 

3．重要な会計方針

要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、以下の新たに適用する基準を除き、前連結会計年度

に係る連結財務諸表において適用した会計方針と同一であります。

また、当第3四半期連結累計期間の法人所得税費用は、見積年次実効税率を基に算定しております。なお、当社及び

一部の子会社は、第1四半期より、連結納税制度からグループ通算制度へ移行しております。

OECDの第2の柱モデル規則を実施するために制定された法律から生じる繰延税金資産及び負債の認識に関しては、

2023年5月23日に公表されたIAS第12号「法人所得税」（改訂）における一時的な例外規定を遡及適用しています。

 
 
4．重要な会計上の見積り及び判断

IFRSに準拠した要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び

費用の金額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定を行うことが要求されております。実際の業績は、これらの見積り

とは異なる場合があります。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの見直しによる影響は、見積りを見直し

た会計期間及びそれ以降の将来の会計期間において認識されます。

経営者が行った要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える判断及び見積りは、前連結会計年度に係る連

結財務諸表と同様であります。
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5．セグメント情報

(1) 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象としているもので、エリア別セ

グメントと事業別セグメントの組合せにより構成されております。

ロジスティクス事業においては、「日本」、「米州」、「欧州」、「東アジア」及び「南アジア・オセアニア」

の5つを報告セグメントとし、ロジスティクス事業以外では専門事業である「警備輸送」、「重量品建設」及び、各

事業に関連する販売業・不動産業等を行っている「物流サポート」を報告セグメントとしております。

 
この結果、各報告セグメントの主要製品及びサービス、主要な事業内容は、以下のとおりです。

 
報告セグメント 主要製品及びサービス 主要事業

日本(ロジスティクス)

鉄道取扱、自動車運送、積合せ貨物、航
空運送、海運、引越・移転、倉庫・流通
加工、工場内作業、情報資産管理、不動
産賃貸、美術品、重量品建設

鉄道利用運送業、貨物自動車運送業、利
用航空運送業、海上運送業、港湾運送
業、倉庫業、工場内運搬作業、情報資産
管理業、不動産業

米州(ロジスティクス)
航空運送、海運、倉庫・流通加工、引
越・移転、自動車運送

利用航空運送業、港湾運送業、倉庫業、
貨物自動車運送業

欧州(ロジスティクス)
鉄道取扱、航空運送、海運、倉庫・流通
加工、引越・移転、自動車運送

鉄道利用運送業、利用航空運送業、港湾
運送業、倉庫業、貨物自動車運送業

東アジア(ロジスティクス)
鉄道取扱、航空運送、海運、倉庫・流通
加工、引越・移転、自動車運送

鉄道利用運送業、利用航空運送業、港湾
運送業、倉庫業、貨物自動車運送業

南アジア・オセアニア
(ロジスティクス)

鉄道取扱、航空運送、海運、倉庫・流通
加工、引越・移転、自動車運送、重量品
建設

鉄道利用運送業、利用航空運送業、港湾
運送業、倉庫業、貨物自動車運送業、重
量物運搬架設設置業

警備輸送 警備輸送 警備業、貨物自動車運送業

重量品建設 重量品建設 重量物運搬架設設置業

物流サポート
石油等販売、その他販売、不動産、ファ
イナンス、その他

物流機器・包装資材・梱包資材・車両・
石油・ＬＰガス等の販売業、車両整備、
保険代理店業、不動産の仲介・設計・監
理・管理業、調査・研究業、ロジスティ
クスファイナンス事業、労働者派遣業
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(2) 報告セグメントに関する情報

 
前第3四半期連結累計期間(自　2022年1月1日　至　2022年9月30日)

(単位：百万円)

 ロジスティクス

 日本 米州 欧州 東アジア
南アジア・
オセアニア

売上収益      

外部顧客への売上収益 1,069,965 97,134 149,670 174,969 149,657

セグメント間の内部売上
収益

20,373 21,972 8,278 14,405 23,534

計 1,090,338 119,107 157,948 189,374 173,192

セグメント利益
（事業利益）

52,130 9,966 9,372 10,525 16,716

その他の収益      

その他の費用      

持分法による投資損益      

営業利益      

金融収益      

金融費用      

税引前四半期利益      
 

 

 警備輸送 重量品建設 物流サポート 計 調整額(注)
要約四半期
連結財務諸表
計上額

売上収益       

外部顧客への売上収益 51,137 32,409 237,519 1,962,464 － 1,962,464

セグメント間の内部売上
収益

53 134 68,610 157,363 △157,363 －

計 51,190 32,543 306,130 2,119,827 △157,363 1,962,464

セグメント利益
（事業利益）

2,329 4,169 12,225 117,435 △12,943 104,491

その他の収益      62,519

その他の費用      9,385

持分法による投資損益      △255

営業利益      157,369

金融収益      8,402

金融費用      3,477

税引前四半期利益      162,295
 

(注) セグメント利益（事業利益）の調整額△12,943百万円には、セグメント間取引消去△1,643百万円、各報告セグ

メントに配分していない全社費用△11,300百万円が含まれております。

全社費用は、主に純粋持株会社である当社の企業イメージ広告に要した費用及びグループ管理費用です。
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当第3四半期連結累計期間(自　2023年1月1日　至　2023年9月30日)

(単位：百万円)

 ロジスティクス

 日本 米州 欧州 東アジア
南アジア・
オセアニア

売上収益      

外部顧客への売上収益 925,162 96,888 133,221 105,707 95,915

セグメント間の内部売上
収益

18,187 15,741 7,923 9,456 10,384

計 943,350 112,630 141,145 115,163 106,300

セグメント利益
（事業利益）

32,890 7,381 7,537 3,203 6,961

その他の収益      

その他の費用      

持分法による投資損益      

営業利益      

金融収益      

金融費用      

税引前四半期利益      
 

 

 警備輸送 重量品建設 物流サポート 計 調整額(注)
要約四半期
連結財務諸表
計上額

売上収益       

外部顧客への売上収益 50,357 39,837 228,262 1,675,352 － 1,675,352

セグメント間の内部売上
収益

438 34 82,700 144,867 △144,867 －

計 50,795 39,872 310,962 1,820,220 △144,867 1,675,352

セグメント利益
（事業利益）

3,107 4,950 9,653 75,686 △15,308 60,377

その他の収益      11,143

その他の費用      21,582

持分法による投資損益      1,503

営業利益      51,442

金融収益      5,587

金融費用      4,580

税引前四半期利益      52,449
 

(注) セグメント利益（事業利益）の調整額△15,308百万円には、セグメント間取引消去△912百万円、各報告セグメ

ントに配分していない全社費用△14,396百万円が含まれております。

全社費用は、主に純粋持株会社である当社の企業イメージ広告に要した費用及びグループ管理費用です。
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6．有形固定資産

　有形固定資産の取得

有形固定資産の取得の金額は、前第3四半期連結累計期間において22,663百万円、当第3四半期連結累計期間にお

いて33,295百万円です。

 
 
7．社債

前第3四半期連結累計期間(自　2022年1月1日　至　2022年9月30日)

前第3四半期連結累計期間において、社債の発行および償還はありません。

 
当第3四半期連結累計期間(自　2023年1月1日　至　2023年9月30日)

当第3四半期連結累計期間において、償還した社債は以下の通りです。

 
会社名 銘柄 発行年月

発行総額
(百万円)

利率(％) 償還期限

当社 第10回無担保普通社債 2016年7月14日 30,000 0.12 2023年7月14日
 

 
 
8．配当金

前第3四半期連結累計期間(自　2022年1月1日　至　2022年9月30日)

配当金の支払額

当社は、2022年1月4日付で単独株式移転の方法により日本通運株式会社の完全親会社として設立されました。

2022年3月30日の定時株主総会で決議された配当金の支払額は、日本通運株式会社の定時株主総会において決議さ

れた金額であります。

 
決議 株式の種類

配当金の総額
(百万円)

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年3月30日
定時株主総会

普通株式 13,589 150.00 2021年12月31日 2022年3月31日 利益剰余金

2022年9月16日
取締役会

普通株式 22,649 250.00 2022年 6月30日 2022年9月21日 利益剰余金
 

   (注) 1　2022年3月30日定時株主総会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式に対

する配当金17百万円が含まれております。

　      2　2022年9月16日取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式に対する

配当金28百万円が含まれております。

 

当第3四半期連結累計期間(自　2023年1月1日　至　2023年9月30日)

配当金の支払額

 
決議 株式の種類

配当金の総額
(百万円)

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年3月3日
取締役会

普通株式 13,390 150.00 2022年12月31日 2023年3月13日 利益剰余金

2023年8月9日
取締役会

普通株式 13,304 150.00 2023年 6月30日 2023年9月 5日 利益剰余金
 

   (注) 1　2023年3月3日取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式に対する

配当金16百万円が含まれております。

　      2　2023年8月9日取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式に対する

配当金14百万円が含まれております。
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9．資本

前第3四半期連結累計期間(自　2022年1月1日　至　2022年9月30日)

自己株式の取得

当社は、2022年8月10日開催の取締役会において、会社法第165条第3項の規定により読み替えて適用される同法

第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議し、下記のとおり実施いたしました。

 
(1)2022年8月10日開催の取締役会における決議内容

　①取得対象株式の種類　　　当社普通株式

　②取得し得る株式の総数 　1,700千株（上限とする）

　　　　　　　　　　　　　　　　（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合 1.88％）

　③株式の取得価額の総額　　100億円（上限）

　④取得期間　　　       　2022年8月12日～2022年12月30日

　⑤取得方法　　　　　　　　東京証券取引所における市場買付

 
(2)上記取締役会決議に基づき、取得した自己株式の累計（2022年9月30日現在）

　①取得した株式の総数　　　 686,200株

　②株式の取得価額の総額　　 5,237,528,984円

 
当第3四半期連結累計期間(自　2023年1月1日　至　2023年9月30日)

自己株式の取得

当社は、2023年5月12日開催の取締役会において、会社法第459条第1項の規定による定款の定めに基づく自己株

式取得に係る事項について決議し、下記のとおり実施いたしました。

 
(1)2023年5月12日開催の取締役会における決議内容

　①取得対象株式の種類　　　当社普通株式

　②取得し得る株式の総数 　1,600千株（上限とする）

　　　　　　　　　　　　　　　　（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合 1.79％）

　③株式の取得価額の総額　　100億円（上限）

　④取得期間　　　       　2023年5月15日～2023年8月31日

　⑤取得方法　　　　　　　　東京証券取引所における市場買付

 
(2)上記取締役会決議に基づき、取得した自己株式の累計（2023年8月31日現在）

　①取得した株式の総数　　　 1,230,500株

　②株式の取得価額の総額　　 9,999,624,964円
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10．収益

 収益の分解

顧客との契約及びその他の源泉から認識した収益

前第3四半期連結累計期間(自　2022年1月1日　至　2022年9月30日)

    (単位：百万円)

 ロジスティクス 警備輸送 重量品建設 物流サポート

一時点で移転される財(注)1 － － － 221,419

一定期間にわたり移転されるサービス 1,619,905 50,989 32,220 11,961

顧客との契約から認識した収益 1,619,905 50,989 32,220 233,381

その他の源泉から認識した収益(注)2 21,492 147 188 4,138

合計 1,641,397 51,137 32,409 237,519
 

(注)1 一時点で移転される財には、石油等販売による売上が含まれております。

   2 その他の源泉から認識した収益には、IFRS第16号に基づくリース収益や賃貸収入等が含まれております。

 
当第3四半期連結累計期間(自　2023年1月1日　至　2023年9月30日)

    (単位：百万円)

 ロジスティクス 警備輸送 重量品建設 物流サポート

一時点で移転される財(注)1 － － － 218,345

一定期間にわたり移転されるサービス 1,333,874 50,210 39,623 5,966

顧客との契約から認識した収益 1,333,874 50,210 39,623 224,312

その他の源泉から認識した収益(注)2 23,020 146 214 3,949

合計 1,356,895 50,357 39,837 228,262
 

(注)1 一時点で移転される財には、石油等販売による売上が含まれております。

   2 その他の源泉から認識した収益には、IFRS第16号に基づくリース収益や賃貸収入等が含まれております。

 
 
11．1株当たり利益

基本的1株当たり四半期利益の算定基礎は、以下のとおりです。

 
前第3四半期連結累計期間
(自　2022年1月 1日
至　2022年9月30日)

当第3四半期連結累計期間
(自　2023年1月 1日
至　2023年9月30日)

基本的1株当たり四半期利益算定上の基礎   

親会社の所有者に帰属する四半期利益(百万円) 111,757 30,520

親会社の普通株主に帰属しない四半期利益(百万円) － －

基本的1株当たり四半期利益の計算に使用する
四半期利益(百万円)

111,757 30,520

期中平均普通株式数(千株) 90,382 88,706

基本的1株当たり四半期利益(円) 1,236.50 344.07
 

(注)1　希薄化後1株当たり四半期利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

2　役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式を、「基本的1株当たり四半期利益」の算定上、期中平均株式数の計

算において控除する自己株式に含めております。なお、前第3四半期連結累計期間において信託が保有する期

末自己株式数は112千株、期中平均株式数は113千株、当第3四半期連結累計期間において信託が保有する期末

自己株式数は96千株、期中平均株式数は98千株であります。
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12．金融商品

 金融商品の公正価値

①公正価値ヒエラルキー

金融商品の公正価値ヒエラルキーは、以下のとおりです。

レベル1：活発な市場における公表価格により測定した公正価値

レベル2：レベル1以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを使用して測定した公正価値

レベル3：観察不能なインプットを含む評価技法を用いて測定した公正価値

 
②公正価値の測定方法

(ⅰ)現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務

これら金融商品については、短期間で決済され帳簿価額は公正価値と近似していることから、当該帳簿価額

によっています。

(ⅱ)長期貸付金

長期貸付金の公正価値は、帳簿価額と近似値であるとみなしています。

(ⅲ)社債及び借入金

社債の公正価値は、市場価格（売買参考統計値）に基づき算定しております。

短期借入金の公正価値については、短期間に返済され帳簿価額は公正価値と近似していることから、当該帳

簿価額によっています。

長期借入金の公正価値については、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の将来キャッシュ・フローを

市場金利に当社のスプレッドを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(ⅳ)その他の金融資産、その他の金融負債

上場株式は、当第3四半期連結会計期間の市場価格によって算定しています。

非上場株式及び出資金は、類似会社の市場価格に基づく評価技法、純資産に基づく評価技法等適切な評価技

法を用いて測定した価格により算定しています。必要に応じて、一定の非流動性ディスカウントを加味してい

ます。これらの公正価値の測定は社内規程等に従い投資部門より独立した管理部門が実施しており、当該測定

結果について適切な権限者が承認しています。

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は、取引先金融機関から提供された価格により算定して

います。

 
③償却原価で測定する金融商品

償却原価で測定する金融商品の帳簿価額及び公正価値は以下のとおりです。

    (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2022年12月31日)

当第3四半期連結会計期間
(2023年9月30日)

 帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

金融負債     

社債 139,742 137,864 109,816 107,956

長期借入金 113,775 113,161 86,039 84,403
 

(注)　社債及び長期借入金には1年以内償還予定又は返済予定の残高が含まれております。

上表に含まれていない償却原価で測定する金融資産及び金融負債、リース債権及びリース負債は、帳簿価額が

公正価値と近似しています。なお、社債及び長期借入金の公正価値は公正価値ヒエラルキーのレベル2に該当し

ます。
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④公正価値で測定する金融商品

公正価値で測定する金融商品の公正価値ヒエラルキーは以下のとおりです。

公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、各四半期末日において認識しております。なお、前連結会計年度及

び当第3四半期連結累計期間において、レベル1、2及び3の間の重要な振替が行われた金融商品はありません。

 

前連結会計年度(2022年12月31日)

    (単位：百万円)

 レベル1 レベル2 レベル3 合計

金融資産     

株式 60,175 323 25,637 86,135

出資金 － 15 2,984 2,999

デリバティブ資産 － 225 － 225

合計 60,175 563 28,621 89,359

金融負債     

デリバティブ負債 － 268 － 268

合計 － 268 － 268
 

 

当第3四半期連結会計期間(2023年9月30日)

    (単位：百万円)

 レベル1 レベル2 レベル3 合計

金融資産     

株式 70,595 363 26,002 96,960

出資金 － 17 3,034 3,052

デリバティブ資産 － 15 － 15

合計 70,595 397 29,036 100,028

金融負債     

デリバティブ負債 － 57 － 57

合計 － 57 － 57
 

 

レベル3に分類した金融商品の期首残高から期末残高への調整表は以下のとおりです。

  (単位：百万円)

 
前第3四半期連結累計期間
(自　2022年1月 1日
至　2022年9月30日)

当第3四半期連結累計期間
(自　2023年1月 1日
 至　2023年9月30日)

期首残高 29,878 28,621

利得及び損失   

純損益 － △32

その他の包括利益(注) 923 116

購入 568 450

売却・処分 △296 △113

その他 △72 △6

四半期末残高 31,001 29,036
 

(注)　その他の包括利益に含まれている利得及び損失は、報告日時点のその他の包括利益を通じて公正価値で測定す

る資本性金融資産に関するものです。これらの利得及び損失は、要約四半期連結包括利益計算書上の「その他

の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融商品」に含めています。
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13．コミットメント

資産の取得に関するコミットメントは以下のとおりです。

 （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年12月31日)

 当第3四半期連結会計期間
 (2023年9月30日)

有形固定資産の取得 10,257 13,845

無形資産の取得 11,093 2,373
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2 【その他】

（中間配当）

2023年8月9日開催の取締役会において、2023年6月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または質権者

に対し、次のとおり中間配当を行う旨を決議いたしました。

（1）配当金の総額 　　　　　　　　　　　　　　　　13,304百万円

（2）1株当たりの金額 　　　　　　　　　　　　　　 　 150円00銭

（3）支払請求権の効力発生日並びに支払開始日　　　 2023年9月5日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2023年11月13日

NIPPON EXPRESSホールディングス株式会社

取　締　役　会 　 御　中

 

有限責任監査法人トーマツ

　　　東　京　事　務　所
 

 
 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 中　 川　　　　 正 　行  
 

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 土　 畠　　 　　真　 嗣  
 

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 宇　治　川　　　雄 　士  
 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているNIPPON EXPRESS

ホールディングス株式会社の2023年1月1日から2023年12月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間（2023年7

月1日から2023年9月30日まで）及び第3四半期連結累計期間（2023年1月1日から2023年9月30日まで）に係る要約四半期

連結財務諸表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算

書、要約四半期連結持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、「四半期連結財務諸表の用語、

様式及び作成方法に関する規則」第93条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、NIPPON

EXPRESSホールディングス株式会社及び連結子会社の2023年9月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第3四半期連

結会計期間及び第3四半期連結累計期間の経営成績並びに第3四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる

証拠を入手したと判断している。

 
要約四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約四半期連結財務諸表を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第1号「財務諸表の表示」第4項に基づき、継続企業に関する事項

を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から要約

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

EDINET提出書類

ＮＩＰＰＯＮ　ＥＸＰＲＥＳＳホールディングス株式会社(E36706)

四半期報告書

31/32



じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約四半期連結財務諸表において、国際会計基準第1号

「財務諸表の表示」第4項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において要約四半

期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約四半期連結財務諸表の注記事

項が適切でない場合は、要約四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ

り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　要約四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じ

させる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約四半期連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに要約四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

・　要約四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手す

る。監査人は、要約四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査

人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 
 

（注）1．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

2．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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